
新たな総合評価方式の提案

資料８－４



過去の工事成績等から工事の品質確保に関する
一定の基準を設定する

○赤字受注による品質低下を認めないため、応札率に基づ

く施工体制を確認する基準を設定してはどうか？

論点１

１件毎の原価割れ
（推定）

１件工事の施工体制に無理 品質の低下

技術力向上のための投資
余力の低下等

中長期的
品質低下

総合評価での対応
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落札率

比
率

下請企業が赤字の工事かつ74点未満

下請企業が赤字の工事

74点未満の工事

下請企業が黒字の工事かつ74点以上

※工事成績評定点（平均）：74点
　　（平成15年度竣工の土木工事（全国））

※工事コスト調査：

予定価格の３分の２から１０分の８．５の範囲内で
定められる調査基準価格を下回る金額で契約が

行われた低入札工事

・工事成績評定点７４点未満

ｏｒ

・下請企業が赤字

※対象データ:平成15年・16年竣工工事
　　　　　　（工事規模1億円以上）

　内訳:工事コスト調査対象工事90件

　　　 工事コスト調査対象工事以外の工事220件

【落札率と工事品質等との関係を示すグラフ１】
参考



【落札率と工事品質等との関係を示すグラフ２】
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工事コスト調査対象工事以外の工事 74点未満・下請赤字
74点以上・下請赤字 74点未満・下請黒字
74点以上・下請黒字 理論値
近似線 粗利0%の落札率

：工事コスト調査対象工事以外の工事220件＋工事コスト調査対象工事90件の実績回帰線

：工事原価は変えないで粗利益のみ圧縮して落札した場合

粗利益率：（請負金額－工事原価）／予定価格

：実績回帰線において、粗利益率0%となる落札率

工事コスト調査対象工事以外の工事 (工事規模１億円以上)※１

74点未満・下請赤字

74点未満・下請黒字

74点以上・下請赤字

工事コスト調査対象工事 (工事規模１億円以上)※２

※１：平成15・16年竣工工事から抽出

※２：平成15・16年竣工工事

74点以上・下請黒字

×

×

参考



落札率が概ね８０％を下回る場合

隣接地に資材基地を持っているなどの特別な好条件がそろわな
い限り工事原価が確保できず、下請への不当なしわ寄せや平均
的な工事の品質が確保できなくなる懸念が大きい。

落札率が概ね６０％を下回る場合

基準の設定（案）

隣接地に資材基地を持っているなどの特別な好条件がそろっ
たとしても工事原価が確保できず、下請への不当なしわ寄せ
や平均的な工事の品質が確保できない。



品質確保基準を総合評価における技術評価（施工
体制の確認）の中で考慮する

・工事費内訳書を活用し、施工体制を確認

・また、工事の品質確保の確実性についても確認

→施工体制が不十分な場合、技術提案を採用しない。

（但し、ヒアリングによる審査・確認を必須とする）

（参考）公共工事品質確保法

第１２条３ 発注者は、競争に付された公共工事を技術提案の内容に従って確実に実施する
ことができないと認めるときは、当該技術提案を採用しないことができる

論点２

施工体制確保の確認、及び工事の品質確保の確実性の評価に際して、
「施工体制を確認する基準」を前提として審査を行う。



施工体制図、元下間の契約書類、品質確保方法を
確認する資料等を求める

・技術資料として以下の資料を求める

①施工体制図（主たる工種に関する施工体制台帳）

②元下間の契約書類（例えば、仮契約書、見積書）

③品質確保方法を確認する資料

論点３

下請業者に対する赤字の押しつけの
有無を確認



■米国 ： ＣＭ契約（アットリスク）
①対象工事

・建築関連や大規模工事が多い

②契約方式

・ＣＭ業者が工事を一括して請負契約を締結し、専門

工事業者はＣＭ業者と契約（設計にも関与）

③工事段階

・専門工事業者の選定および契約額については、

発注者の同意が必要

・請負業者は、専門工事業者への経理（契約、支払書

類等）を、発注者に開示し、審査を受ける（オープン

ブック）

■英国 ： プライム契約
①対象工事

・道路など社会資本整備

②契約方式

・元請業者が当該プロジェクトの設計、施工、

維持管理など一括して請負う契約方式

・契約期間は通常7年
③入札段階

・すべての入札参加者に対して、施工体制

（契約予定下請け業者等）等について、

発注者への提出を義務付け

④工事段階

・当該プロジェクトの品質確保と円滑な実施

を目的として、元請業者は、当該プロジェ

クトにかかる経理（契約、支払書類等）を、

発注者および会計検査院に開示し、審査

を受ける（オープンブック）

■米国 ： 下請けボンドについて

・元請業者が破綻した場合に、下請け業者への支払

を保証するための保険

（※米国法制度は、元請不払い時に下請け業者が

発注者に支払いを請求できる。）

・元請業者が発注者に保険を提出

欧米の入札・契約方法の例参考



公 告

入札説明書、見積に必要な図面等の交付

入札書（価格札・技術札）、競争参加資格確認資料の提出期限

落札決定

質問書の提出期限

質問書に対する回答期限

公告後速やかに

10～40日５日

２日以上

入札・契約手続運営委員会

入札執行の日（開札の日）

競争参加資格がないと認めた理由の説明要求

５～20日程度

理由の説明要求への回答

３日

価格札の開封結果で予定価格超過者は失格とする（入札執行官以外には秘匿）

競争参加資格がないと認めた者への通知

速やかに

落札決定

落札決定

技術審査会

入札時VE審査委員会

公 告

入札説明書の交付

競争参加資格確認資料等の提出期限（注３）

競争参加資格の確認・通知

入札時ＶＥ審査委員会

質問書の提出期限

質問書に対する回答期限

入札書の提出期限

公告後速やかに

25～30日

５日

４日以上

25～30日

43～58日

技術審査会

入札・契約手続運営委員会

入札執行の日（開札の日）

１日

競争参加資格がないと認めた理由の説明要求 ６日

10～20日

35～50日

理由の説明要求への回答

５日

３日

見積りに必要な図面等の交付

５日

標準的日数 累計日数

【従来の方式】【事後審査型方式（案）】

○施工体制を確認し評価を行う総合評価方式の試行においては、

事後審査型一般競争方式の導入を検討。
参考


